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　　固定資産税における評価事務の
民間委託について
On the Privatization of Assessment
Procedure of Real Estate Tax
前　田　高　志 　
The real property tax is one of the major revenue sources for
Japanese municipal governments, and its role is important in local
governance and autonomy. Therefore, fairness and e±ciency should be
realized in the administrative procedures of real estate taxation. In
this paper, we discuss the possibility and required conditions for the
privatization of its tax administration. Our conclusion is, constrained by
its nature as the execution of public power, the assessment procedures
be partly privatized for fairer and more e±cient taxation.
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I 本稿の目的
固定資産税は住民税とともに市町村基幹税である。地方自治の視点から重要
となる応益課税の代表的税目として、また、平均して市町村税収の約 4割を安
定的に提供する財源として、地方財政を支える重要な役割を担っている。その
意味でも固定資産税の課税においては公平と公正、効率を期することが（すべ
ての税に共通するが）とりわけ強く求められよう。
ところで固定資産税の税額の基礎となる固定資産の価格は市町村長が評価
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調書に基づいて決定する。近年、その評価調書の作成に至る評価事務をめぐっ
て、厳しさをます地方財政と行政改革への要請、すなわち公務員定員削減の問
題、納税者意識の高まり等の諸環境の変化により、また、固定資産評価におけ
るさらなる公正性の確保、専門性の向上、固定資産評価事務の効率的な実施の
ために、地方公共団体等からは評価事務の民間委託等への要望が高まってきて
いる。
そうしたなか、筆者は財団法人資産評価システム研究センターに設置された
「固定資産税制度に関する調査研究委員会」（平成 18年度）、「固定資産評価事
務の民間委託に関する調査研究委員会」（平成 19年度）にそれぞれ委員長とし
て参加し、調査研究報告書『固定資産税制度に関する調査研究～資産評価のア
ウトソーシング（民間委託、共同化）を活用した今後の資産評価事務のあり方
について～』（平成 19年 3月）、『固定資産評価事務の民間委託に関する調査研
究～評価事務の民間委託における主要論点～』（平成 20年 3月）の取りまとめ
に関与する機会を得た。これらの調査研究会では、資産評価の民間委託、共同
化の検討を行い、民間事業者へのアウトソーシングが有力な手法であり、価格
決定などを除く評価のための情報収集・調査、評価に必要な資料の作成は強制
力を伴わない限り、適正さを担保する一定の法制度の下で委託可能な事務であ
るという結論を示している。本稿では、これらの研究会での議論を基礎にしな
がら、私見としての固定資産評価事務の民間委託の可能性と課題について論じ
ていくこととする。
II 固定資産税における評価のプロセス
1 概要
まず最初に、固定資産税の課税事務の手順を概観し、それが非常に複雑な手
順を含むことを明らかにしておきたい。固定資産税の課税には課税客体である
土地、家屋、償却資産の「評価」を行い、「課税標準」が決定される。この課税
標準は、土地または家屋が原則として「基準年度に係る賦課期日における価格
で土地課税台帳若しくは土地補充課税台帳に登録されたもの」（地方税法 349
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条；以下、地方税法を法と略す）であり、また、償却資産についても同じく原
則として「賦課期日1) における当該償却資産の価格で償却資産課税台帳に登録
されたもの」（法 349条の 2）である2)。ここで価格とは、原則として固定資
産の「価格」であり、「価格」とは「適正な時価」とされる（法 341条 5号）。
なお「適正な時価」とは正常な条件の下において成立する取引価格（独立当事
者間の自由な取引において成立すべき価格）と解されている3)。課税の基礎と
なる固定資産の価格を時価とする理由は、「時価が資産の価値を、通常、最も
適当に、かつ客観的に表現するものであること」、「過大な、若しくは不均衡な
評価が行われた場合においても、納税者が比較的容易に判断を下すことができ
るので、納税者の立場を保護することになる等の観点からして、適当であると
考えられる」ことにある4)。
固定資産の評価は一部の資産を除き5)、固定資産所在の市町村に設置された
固定資産評価員が実地調査により行い（法 409条）、その結果に基づいて市町
村長が、毎年、3月 31日までに価格の決定を行う（法 403条 1項、410条 1
項）。総務大臣は固定資産の評価基準並びに評価の実施の方法及び手続を定め、
これを告示せねばならないとされており（法 388条）、これを固定資産評価基
準という。市町村長、都道府県知事、総務大臣が固定資産の価格決定を行う場
合には、この固定資産評価基準によって行わねばならない。固定資産評価基準
1) 賦課期日とは当該年度の初日の属する年の 1 月 1 日をいう（法 359 条）。
2) 基準年度は「昭和三十一年度及び昭和三十三年度並びに昭和三十三年度から起算して三年度又は
三の倍数の年度を経過した年度」をいう（法 341 条 6）。
3) 昭和 36 年 3 月の固定資産評価制度調査会答申において「正常売買価格とは、直ちに、現実の
取引価格と同一視すべきものではない。現実の取引価格は、当事者間の事情等によって左右さ
れ、正常な条件と目し得ない主観的特殊的な条件のもとに成立しているものであるから、正常価
格は現実の取引価格から、このような正常でない条件による部分のあるときは、これを捨象して
得られるその資産自体の本来の価値を適正に反映した価格である」とされている。
4) 固定資産評価制度調査会答申（昭和 36 年 3 月）参照。
5) 船舶、車両等の移動性または可動性償却資産で 2 以上の市町村にわたって使用されるもののう
ち総務大臣が指定したもの、鉄軌道、発送配電施設、電気通信施設または 2 以上の市町村にわ
たって所在する固定資産で適正な評価の視点からその全体を一の固定資産として評価すべきもの
のうち総務大臣が指定するものは、都道府県知事または総務大臣が評価と価格決定を行う（法
389 条）。また、大規模償却資産で都道府県知事が指定したものは都道府県知事が評価し価格の
決定を行う（法 743 条）。
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に基づく資産ごとの評価方法は以下のようになっている。
① 土地
土地の評価は原則として売買実例価額に基づいて行われる。すなわち、売買
実例価額から不正常な要素を排除した正常売買価額を算出し、それと課税対象
地との位置や利用上の便等を考慮して適正な時価が求められる。売買実例価額
が用いられるのは売買実例価額=時価として、それが上述のように納税者の保
護に資することに加えて、（売買実例価格の）把握が容易であること等による。
価格調査の基準となる時点は従前は賦課期日の 1年半前であったが、平成 9
年度より賦課期日（1月 1日）の 1年前に変更され、地価下落が見られる場合
にはさらに賦課期日の半年前（7月 1日）まで簡易な手法によって価格下落の
影響を評価に反映させることができるようになった。
なお、土地基本法等の公的土地評価の均衡化・適正化の要請に基づき、平成
6年度からは宅地の評価において、地価公示価格あるいは鑑定評価価格等に対
してその 7割を目途として評価額とする措置が講じられている。
② 家屋
家屋の評価は再建築価格に基づいて行われる。家屋の評価方法としてはこの
他に取得価格や売買実例価格による評価が考えられる。しかし、現実の取得価
格は取得時の個別的な事情による偏差があること、賃貸料等には実際に種々の
事情により著しい格差があることなど、また、売買実例価格についても個別事
情による偏差が存在すること、家屋の取引は一般に宅地と一体でなされ家屋部
分のみを分離して評価することが困難であることなどより、それぞれ家屋の評
価方法として問題がある。そのため、家屋の価格の構成要素として基本的な再
建築価格のほうが（評価方法として）優れている6)。
③ 償却資産
償却資産は取得価額に基づいて評価がなされる。その他の評価手法として再
取得価格方式による評価や収益還元法によるそれが考えられるが、前者につい
ては償却資産の種類が多いことから全ての資産について再取得価格を求めるこ
6) 固定資産評価制度調査会答申（昭和 36 年 3 月）参照。
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とが難しい。また、後者についても、企業収益のうち償却資産によるものを特
定することが困難である。他方、取得価額については法人税等の税務計算を行
う際の固定資産の減価償却計算の基礎となっていて把握が容易であること7)、
資産の過大申告による法人税や所得税の租税回避を防ぐ効果があること8) 等
において評価方法として優れている。
2 固定資産税における資産評価の手順
固定資産税の資産評価は土地、家屋、償却資産のそれぞれについて以下のよ
うな手順で行われている。
(1) 土地
固定資産税課税対象の大半を占める市街地宅地の場合、評価はまず①用途地
区を区分し、②さらに状況類似地域の区分を行い、②それぞれの状況類似地域
において主要な街路を選定、③それに沿接する標準宅地を選定し、⑤標準宅地
の適正な時価の把握により、⑥路線価の付設を行って、⑦各筆の宅地の評点数
を付設する、という手順でなされる。
① 用途地区の区分
まず、地価に影響を及ぼす要素のうち、地域的に類似性の強い要素を基準
に、商業地区、住宅地区、工業地区、観光地区等の地区区分を行う。これらの
地区をさらに細分化し、例えば、商業地区を繁華街（中心的商業地区で容積率
は高いが街路幅員が狭い）、高度商業地区Ⅰ（容積率が高く高層ビルが街区形
成）、高度商業地区Ⅱ（地方都市の中心商業地域）、普通商業地区（幹線道路沿
いの中低層店舗からなる商業地区）などに分けることもある。
この過程での具体的な事務作業は、建物の用途や規模など宅地の利用状況を
実地調査により把握すること、都市計画図により都市計画法上の用途地域を把
握すること、評価替え時に利用状況に変化がないか確認を行うことなどである。
② 状況類似地域の区分（線引き）
用途区分された地域をさらに街路の状況（街路条件）や公共施設へのアクセ
7) 固定資産評価制度調査会答申（昭和 36 年 3 月）参照。
8) シャウプ使節団日本税制報告書（昭和 24 年 9 月）第 2 編第 2 章参照。
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ス（交通接近条件）、家屋の疎密度その他（環境条件）などが地価に及ぼす影響
を基準に区分（線引き）する。このうち、街路の状況については、その幅員や
連続性（行き止まりではないかどうか）、勾配、国道か地方道か、舗装などを
基準として、次に公共施設へのアクセスに関しては、駅や学校、病院、公園、
映画館などへの接近性を基準として区分がなされる9)。また、家屋の疎密度そ
の他による区分は、土地の利用度（延床面積対敷地面積比）、上下水道、ガス
の普及状況、自然環境などが考慮されることになる。
なお、状況類似地域の区分において行われる作業は、実地調査により各種施
設の有無や幅員等の街路状況、人の流れなどを確認すること、上下水道や都市
ガスの普及状況、道路の整備状況については関係部局に照会することである。
なお、評価替え時に状況変化の確認を行う。
③ 主な街路の選定
上記の②で選定された状況類似地域のそれぞれにつき、価格事情と街路の状
況が標準的で宅地評価の指標となる街路、地価公示の標準地及び都道府県地価
調査の基準値がある街路を考慮して、1箇所の街路を選定する。ここで、主要
な街路の選定作業は実地調査や地図での街路状況の確認によって行われる。ま
た、評価替え時には状況変化の確認を行う。
④ 標準宅地の選定
標準宅地とは主要な道路に沿接する宅地のうち、奥行、間口、形状等がその
地域において標準的なものと認められるものをいう。標準宅地の選定は、画地
計算法及び鑑定評価で各種補正率の適用がないこと（主要な街路以外に接して
いないことや矩形、間口、奥行が用途地区からみて適当であることなど）、適
切な時価の評定を行うに際に判断を誤らせる要素がない土地であること（主要
な街路が属する用途地区の用途と同じ用途に供されていることや、当該土地に
存する家屋が規模や程度においてその街路で標準的であること）を要件として
なされる。標準宅地の選定作業は実地調査による現況確認と地番図を用いた画
地情報の確認によりなされる。
9) ここであげた 3 条件に行政的条件を加えた 4 条件で分類を行う地方公共団体もある。
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⑤ 標準宅地の適正な時価の把握
宅地の売買実例価額から標準宅地の適正な時価を評定する。また、基準年度
の初日の属する年の前年の 1月 1日の地価公示価格及び鑑定評価から求めら
れた価格等を活用し、それらの 7割を目途として評定がなされる。具体的には
地価公示価格と地価調査価格、不動産鑑定士に鑑定委託して得られた鑑定評価
価格を用いて適正な時価を求める作業がなされる10)。
⑥ 路線価の付設
街路を主要な街路とその他の街路に分け、それぞれ以下の手順で路線価を付
設する。まず、主要な街路については、標準宅地の単位地積当たりの適正な時
価に基づいて付設する。不動産鑑定士等による鑑定評価価格に係る標準価格を
求め、その 7割の額を目処に路線価として主要街路に付設する。
次に、（主要な街路以外の）その他の街路に関しては、最寄の主要な街路の
路線価を基礎に、主要な街路に沿接する標準宅地とその他の街路に沿接する宅
地との間の街路の状況、公共施設等へのアクセス、家屋の疎密その他宅地の利
用上の便などの差違を考慮して路線価が付設される。路線価は、主要な街路と
その他の街路との差違の程度を項目別11)に示す比準表を作成し、それによっ
て求めた比準割合を主要な街路の路線価に乗じて算出される。
なお、路線ごとのデータは状況類似地域の区分項目ごとの実地調査、関係機
関への紹介、GISの活用などによって収集作業がなされる。
⑦ 各筆の宅地評点数の付設
評価の最終過程は路線価を基礎に画地計算法を適用し、所要の補正を加え
て、宅地の各筆に評点を付設することである。画地計算法は、奥行価格補正割
合法（路線価を付された街路からの奥行距離に応じた減額補正を行う）、側方
路線影響加算法（街路に接する間口距離により利用状況の高い角地に対する増
額補正を行う）、二方路線影響加算法（表裏両面で街路に接している土地に増
10) 標準宅地は全国で約 44 万地点であるのに対し、地価公示地点は全国で約 3 万地点に過ぎない
ことから、地価公示地点以外の、すなわち大半の標準宅地の評価において不動産鑑定士による鑑
定評価が必要となる。
11) ここでの比準項目は状況類似地域の区分で用いたものと同じもの。
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額補正を行う）、そして、不整形地や無道路地、間口が狭小な宅地等評点算出
法（不整形地や無道路地、間口が狭小な宅地、間口と奥行のバランスの悪い土
地、がけ地で一部が通常の用に供さない土地等に対して減額補正を加える）か
らなる。
さらに、市町村長は、宅地の状況において必要がある場合、すなわち個々の
画地の価格事情を路線価の付設や状況類似地域の設定によって価格に反映でき
ない場合、高低差（接面道路との高低差）、水路介在（接面道路と当該宅地と
の間に水路がある）、騒音、忌み施設（墓地や火葬場との近接）、規制区域（急
傾斜地、崩落危険地区など建築制限の対象となっている）、高圧線下（高圧線
下で建築に制限がある）、私道につき、減額補正を行うことができる12)。
ここでの具体的な事務作業は、奥行距離等の諸情報を地番図や実地調査、場
合によっては GISを利用して把握することである。なお、補正に関しては、現
況や価格事情をもとに補正率を決定し、個々の宅地に適用することとなる。
主要な街路の路線価の付設が終了すると、状況類似地域におけるその他の
街路についても路線価を付設する作業が行われる。この作業は実地調査に基づ
き、街路の幅員、駅からの距離等を基に主要な街路と比べた価格差を把握し、
その価格差を反映してその他の路線価を付設するものである。1本の主要な街
路の路線価から多数のその他の街路の路線価を算出することから、すべての街
路についての路線価の付設に係る作業は膨大なものとなる。
路線価の付設が終了した段階から、個別の土地の評価事務に移行する。各筆
ごとに間口、奥行、形状などの現況調査を行い、評価基準に定める画地計算法
に基づいて各筆ごとの価格を割り出す。
各筆の価格算出後、価格調査の基準となる時点から 7月 1日までの半年間
で地価が下落した土地については、ほとんどの市町村で時点修正の作業が行わ
れている。
その後、賦課期日の現況で課税をするため、分筆・合筆や区画形質の変更等
の現況変更について現地調査を行い、その結果を評価内容に反映することとし
12) 接面道路との高低差に関しては排水等の理由により増額補正される場合もある。
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ている。
賦課期日である 1月 1日以降は、納税義務者も確定し、最終的な価格決定
の作業を行うが、この作業に加え、課税台帳、名寄帳、縦覧帳簿の作成、税制
改正に伴う電算プログラムの修正、納税通知書の作成等、価格の決定に加えて
賦課徴収に必要となる作業を行うため、一定の時間を要する。その後、3月末
までに価格決定を行い、4月に納税通知書を発送することができるよう事務を
行うこととなる。
以上述べてきたように、課税事務においては、相当程度の複雑な作業と時間
が必要であり、例えば、賦課期日である 1月 1日に価格調査の基準となる時点
を一致させることまでは、事実上困難ということになる。
(2) 家屋
家屋の評価は、まず①納税義務者と課税客体の捕捉から始まり、②当該家屋
の構造の認定、③再建築費評点基準表の適用による評点の算出という手順で行
われる。③のプロセスは、木造家屋の場合、最建築費評点数の算出（再建築費
評点数=標準評点数×補正項目に係る補正係数×計算単位の数値）、評点数の
算出（評点数=再建築費評点数×木造家屋経年減点補正率×需給事情による減
点補正率）、評点 1点当たりの価額の算出（評点 1点当たりの価額=1円×物
価水準による補正率×設計管理費等による補正率）、評価額の算出（評価額=
評点数×評点 1点当たりの価額）という順序で計算がなされる。以下、ここで
は最建築費評点数の算出までの段階に区切ってその過程をみておこう。
① 納税義務者と課税客体の捕捉
土地と異なり、家屋は新増築や滅失が生じるため、課税客体とその納税義
務者の捕捉が重要となる。課税客体の捕捉は登記所からの通知や当該団体の税
務部課の実地調査、建築指導部門からの建築計画概要書による把握によりなさ
れる。
② 構造の認定
家屋をその構造により、専用住宅用建物、併用住宅用建物、農家住宅用建
物、工場用建物等の木造 17種類、事務所・店舗・百貨店用建物、住宅・アパー
ト用建物、病院・ホテル用建物、工場・倉庫・市場用建物等の非木造 12種類
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に区分し、それぞれの構造に応じた家屋再建築費評点基準法を選択する。区分
の把握は登記簿、建築確認書及び実地調査によりなされ、そのうえで適用すべ
き基準表が決められる。
③ 再建築費評点基準表の適用
再建築費評点基準表は総務省が作成するが、作成に際しては一般的な構法・
建築生産技術・施工法や資材の価格・労務賃金の把握・検討がなされ、一般的
に施工される資材等について標準評点数の積算基礎となる単位当たり標準点数
が積算される。この単位当たり標準評点数の項目数は約 1,000項目に及び、さ
らにこれらの項目を評点基準表に掲載するにあたり、家屋の用途または部分に
応じた標準的な施工量、すなわち標準量が各項目に乗じられることにより、最
終的にその述べ項目数は約 17,500にも及ぶ。この評点基準表の作成に係る作
業には約 1年の期間を要する。また、市町村独自の作業として、作成された評
点基準表に所要の評点項目及び標準評点がないとき、その他家屋の実態からみ
て特に必要がある場合には、独自の評点項目等を作成する作業がある。
このように、新築・増築された家屋の評価を前年度の賦課期日の翌日から賦
課期日まで 1年を通じて行わねばならないことに加えて、さらにそれに先立っ
て必要とされる評点基準表の作成に 1年を要することになるため、価格評価の
基準となる時点と賦課期日との間には一定のタイムラグが生じざるをえないも
のと思われる。
なお、これらの作業に加えて、土地と同様、家屋についても課税台帳、名
寄帳、縦覧帳簿の作成、税制改正に伴う電算プログラムの修正、納税通知書の
作成等に一定期間を要するところである。木造家屋は 12（屋根、基礎、外壁、
柱・壁体、造作、内壁、天井、床、建具、建築設備、仮設工事、その他工事）、
非木造家屋は 14の部分に区分され、当該家屋の部分ごとに以下の項目を当て
はめて再建築費評点数が算出される。
ァ　評点項目　　家屋建築において一般的に使用される資材の種類、品など、
施工の態様等が区分して示されている。
ィ　標準評点数　家屋の構造区分別に最も標準的な家屋の個々の部分別の標準
量を基礎に、評点項目ごとに標準評点数を算出する。
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ゥ　標準量　　　標準評点数の積算基礎となった構造区分別、部分別の標準的
な施工量が示される。
ェ　補正項目及び補正係数　　当該家屋の実際の部分別施工量等と評価基準
に定められた標準値との差異については補正項目ごとに増減
点補正がなされる。その補正に用いられる補正率が示されて
いる。
ォ　計算単位　　再建築費評点基準法には単位当たりの標準評点数が示されて
おり、評点数を算出する単位が示される。
以上の③の再建築費評点基準表を用いた再建築費評点数の算出においては、
評点項目の把握は竣工図面や工事見積書、実地検査（立入調査）及び聞き取り
等により行われる。また、計算単位の床面積は登記簿より確認されるが、未登
記物件は実測が必要となる。
(3) 償却資産
償却資産の所有者は毎年 1月 1日現在に所有する償却資産について、1月
31日までに所在地の市町村長に申告せねばならない。土地や家屋のように登
記簿による捕捉ができない償却資産は、申告内容が適正であるかどうかを市町
村が実地調査する必要がある。実地調査は毎年 5～11月に実施される。
3 固定資産評価員制度と運用の現況
固定資産税額の根拠となる固定資産の価格は市町村長が決定せねばならない
（法 403条 1項）13)。市町村長による固定資産の価格決定は評価調書に基づき
なされるが（法 410条 1項）、この評価調書を作成するために設置されている
のが固定資産評価員である。固定資産評価員について、法 404条 1項は「市町
村長の指揮を受けて固定資産を適正に評価し、且つ、市町村長が行う価格の決
定を補助するため、市町村に、固定資産評価員を設置する」とし、「固定資産評
価員は、固定資産の評価に関する知識及び経験を有する者のうちから、市町村
長が、当該市町村の議会の同意を得て、選任する」（同条 2項）と定めている。
13) 法 308 条または 743 条の規定により道府県知事または総務大臣が固定資産を評価する場合を
除く。
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小規模な団体の場合、単独で固定資産評価員を設置することが人材・財政
等の理由で難しい、あるいは課税物件の数との関係で適切でないこともありう
る。そこで、「二以上の市町村の長は、当該市町村の議会の同意を得て、その
協議によって協同して同一の者を当該市町村の固定資産評価員に選任すること
ができる。」（同条 3項）として、固定資産評価員の共同設置を認めている。
単独設置、共同設置のいずれの場合も「議会の同意を得て」とあるのは、そ
の固定資産評価員の職務の重要性に基づくものである。また、この職務の重要
性により、兼職禁止（法 406条 1項、2項）、欠格事項（法 407条）が列挙の
かたちで規定されている。
固定資産評価員は市町村長の補助機関であるが、上記の選任の手続きを要
することから地方公務員法 3条 3項 1号に規定する特別職の職員に該当し14)、
副市長に準ずるものである。ただし、常勤とするか非常勤とするかについては
法に明確な規定がないため、原則として常勤が望ましいものの、常勤とするほ
どの事務量（課税客体数）がない場合、その他特別の事情がある場合において
は、非常勤とすることができる。
上述のように兼職禁止の規定があり、国会議員及び地方団体の議会議員、農
業委員会の農地部会の委員（農地部会を置かない農業委員会にあっては委員）、
固定資産評価審査員会の委員等は固定資産評価委員になることができない。副
市長と一般職員については、地方税法上の禁止規定がないため、非常勤無給と
した場合には固定資産評価員を兼職することができる。実際、後述のように副
市長や税務課長等の一般職の職員が兼務することが多い。
また、固定資産の課税客体資産が少ない場合には、「第一項の規定にかかわ
らず、固定資産評価員を設置しないで、この法律の規定による固定資産評価員
の職務を市町村長に行わせることができる」（同条 4項）とされる。
固定資産評価員の数については地方税法上の規定はないが、評価の適正統一
を期する上から 1人とされている15)。しかし、固定資産の状況は多様で、そ
14) 昭和 25 年 11 月 7 日付け地方財政委員会事務局長地方自治庁次長通達「固定資産評価等の身
分その他の取扱について」。
15) 昭和 29.5.28 付け自治庁次長通達「地方税法の施行に関する取扱について（市町村税関係）」。
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の数が膨大であることから、「市町村長は、必要があると認める場合において
は、固定資産の評価に関する知識及び経験を有する者のうちから、固定資産評
価補助員を選任して、これに固定資産評価員の職務を補助させることができ
る。」として、固定資産評価補助員を設置することができる。この固定資産評
価補助員が実地調査等により実質的な評価を行う。
設置の趣旨より定数の定めはないので、固定資産評価補助員は必要に応じて
何人でも置くことが可能である。また、固定資産評価員が特別職であるのに対
し、固定資産評価補助員は一般職である。そのため、地方公務員法 16条各項
の欠格条項が適用される。また、事務職員等を兼任することができ、一般的に
は税務関係の事務職員が兼職することが多い16)。
ところで、固定資産評価員および評価補助員の実態はどのようになってい
るのであろうか。現況を知るうえで参考になるのが、財団法人資産評価システ
ム研究センターが平成 17年 7月 1日に全国 2,347市町村を対象に行ったアン
ケート調査17) である。そこでは、①評価員の設置状況、②評価員の職業、③
評価員（元市町村職員・その他）の勤務形態、④評価員の業務の内容（複数回
答）、⑤評価補助員の設置状況、⑥評価補助員の土地・家屋・償却資産別の人
数、⑦評価補助員の身分について、⑧実地調査の状況、⑨現在の評価員・評価
補助員制度は機能しているか、⑩（⑨において）十分機能している・機能して
いると回答した団体の理由、⑪（⑨において）あまり機能していない・全く機
能していないと回答した団体の理由、についてと問い、以下のような結果を得
ている。
まず、①評価員の設置状況は、設置している団体が 1,328団体（56.6%；全体
に対する割合、以下同じ）、設置していない団体が 1,019団体（43.4%）あり、固
定資産評価員を置いている団体が多いとは必ずしもいえない。次に、②評価員
の職業は、助役 436人（32.7%）、収入役 67人（5.1%）、税務担当局（部）長　
16) 兼職の場合、地方公務員法 24 条 4 項の二重給与禁止の定めにより、事務職員、固定資産評価
補助員いずれか一方の給与しか受け取れない。
17) 財団法人資産評価システム研究センター『固定資産税制度に関する調査研究－資産評価のアウト
ソーシング（民間委託、共同化）を活用した今後の資産評価事務のあり方について－』109-111
頁。
| 13 |
経済学論究第 62 巻第 4 号
122人（9.2%）、税務担当課長 489人（36.7%）、元市町村職員 99人（7.4%）、
その他 119人（8.9%）と、現在の副市長（助役・収入役）、税務担当課長がそ
れぞれ 4割近くと最も多く、その他税務担当部長を含めれば 8割強が兼職の
評価員である。③兼職以外の場合（元市町村職員・その他）の評価員の勤務形
態は、常勤が 30団体（13.8%）で、非常勤では週 3日以上が 21団体（9.6%）、
週 3日未満が 13団体（6.0%）、月 1日以上が 9団体（4.1%）、月 1日未満が
145団体（66.5%）と、常勤の団体が 1割以上ある一方で、非常勤の場合はそ
の実働日数が少ない団体が多くなっている。④評価員の業務の内容については
複数回答で問うた結果は、最も多かったのが評価調書審査の 959団体（34.4%）
で、続いて個別事例についての相談の 870団体（31.2%）が多く、以下、指導・
研修 365団体（13.1%）、実地調査（サンプル的に）214団体（7.7%）、不動産
鑑定士との打合せ 174団体（6.2%）、評価の実施要領作成 126団体（4.5%）、
実地調査（日常的に）43団体（1.6%）、その他 36団体（1.3%）であった。
他方、固定資産評価補助員については、⑤設置状況は、設置が 1,738団体
（74.1%）、非設置が 609団体（25.9%）で、設置している団体の割合が全体の
4分の 3と、評価員に比して設置団体の割合が大きい。⑥評価補助員の土地・
家屋・償却資産別の人数（純人数 20,920人）は、最も多いのが家屋の 11,793
人（40.3%）で、土地が 10,769人（36.8%）、償却資産 6,679人（22.9%）と
なっている。⑦評価補助員の身分は、ほぼすべて（99.2%）が一般職員の兼職
で、一般職員以外から新たに任用された人数は 157人（0.8%）にすぎない。⑧
実地調査の状況については、年 1回が 336団体（14.3%）、3年に 1回が 47団
体（2.0%）、必要が生じた場合が最も多い 1,671団体（71.2%）で、その他が
293団体（12.5%）である。毎年少なくとも年 1回実地調査をさせねばならな
いという法 408条の規定があるにもかかわらず、大半は必要に応じての実地調
査というかたちとなっている。
⑨現在の固定資産評価員・評価補助員が機能しているか否かについては、約
8割（78.0%）の 1,623団体が肯定的であり、このうち 207団体（8.8%）は十
分機能していると回答している。他方、あまり機能していないとする団体が
397団体（16.9%）、全く機能と回答した団体は 120団体（5.1%）であった。⑪
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あまり機能していない・全く機能していないと回答した団体の主な理由は以下
の通りである。
・小規模な市町村では、評価に対する専門知識、経験を有する者が少なく人材
の確保が難しい。
・固定資産の評価は、実質的には評価補助員である地方公務員の事務職員が
行っており、評価員制度が形骸化している。
・首長・税務担当課長等をあて職で選任しており、専門知識の有無で選任して
いないために機能していない。
・市町村税の担当者が評価補助員としているため、人事異動の度に人が変わり、
評価の専門性・均衡性の確保が難しい。
・評価件数が少なく、担当職員のみで評価可能である。
・設置しなくても業務に特段支障はない。
・評価員・評価補助員が他の仕事も兼務しているため、評価の仕事に専念でき
ない。
・税務職員としての職務と区分する必要性を感じない。
・評価員が事務処理上の決定権者であるため、評価員としての位置づけが曖昧
である。
III 誰が固定資産の評価の実施主体となりうるか
法 403条は固定資産の評価に関する事務に従事する市町村の職員の任務と
して、前述のように 1項において市町村長が価格を決定せねばならないとす
るが、2項では「固定資産の評価に関する事務に従事する市町村の職員は、総
務大臣及び道府県知事の助言によって、且つ、納税者とともにする実地調査、
納税者に対する質問、納税者の申告書の調査等のあらゆる方法によって、公正
な評価をするよう努めなければならない」としている。そして、法 408条は
「市町村長は、固定資産評価員又は固定資産評価補助員に当該市町村所在の固
定資産の状況を毎年少なくとも一回実地に調査させねばならない」と定める。
この実地調査の結果に基づき固定資産評価員は土地、家屋、償却資産の評価を
行い（409条 1～3項）、評価調書を作成し、それを市町村長に提出せねばなら
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ない（409条 4項）。前述のように市町村長はこの評価調書に基づき固定資産
の価格を決定する。
このように固定資産評価の実施主体は公務員（固定資産評価員、固定資産評
価補助員、場合によっては市町村長）とされているのであるが、これについて
平成 19年 3月 30日付け総務省自治税務局固定資産税課長通知「固定資産評
価における民間委託及び民間有識者等の活用について」において、「固定資産
の実地調査及びそれに基づく評価（地方税法第 408条、第 409条）は公権力の
行使である固定資産税の賦課処分と一体となす事務である。これらは審査申出
の対象となるなど課税庁として説明責任が生ずるものであるほか、実地調査に
ついては、罰則により担保された質問検査権（家屋内部への強制的な立ち入り
調査など地方税法第 353条、第 354条）に裏打ちされて実施するものである
ことから民間委託になじまないと考えられる。」（下線筆者付記）としている。
すなわち、課税というまさに公権力の行使そのものである行為の一部であり、
説明責任を有することに加えて、固定資産評価員と固定資産評価補助員に与え
られた立入検査等の質問検査権をもって、現行法上固定資産評価事務を全面的
に民間委託することはできないと考えられる。
しかし、現行法の枠組みでも、例えば、航空写真の撮影等外観から判別で
きる現況把握や、各種の課税参考資料の作成のような補助的業務は民間に委託
することが可能であり、かつ実際にこれらの業務の民間委託は既に行われてい
る。また、評価員・評価補助員に固定資産の評価に関する知識や経験を有する
民間有識者等を選任することも現行法上、支障はない。
他方、家屋評価において、公務員以外の者が固定資産評価補助員に同行し、
固定資産評価補助員が行う間取り、使用資材、施工量、施工の程度等の調査の
補助を行うことは個々の家屋の評価そのものの行為であって、補助業務の域を
超えており、現行法の下では民間委託に適さないと解されている。
財団法人資産評価システム研究センター『固定資産評価事務の民間委託に関
する調査報告』（平成 20年 3月）では、大手航測会社に民間委託の現状をヒア
リングした結果として、民間委託の現況を以下のように紹介している18)。
18) 財団法人資産評価システム研究センター『固定資産評価事務の民間委託に関する調査報告』（平
成 20 年 3 月）、2-3 頁。
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・土地評価調査事務は、市町村によって委託の範囲自体は大きく異なるもの
の、市町村のチェックの下で業務の大部分が民間委託されており、不動産鑑
定士や航空測量会社など民間事業者において業務に係るノウハウが蓄積され
てきている。
・土地評価に係る現地調査において、民間事業者が納税者の所有地に立ち入る
ということは基本的にないことや、地方公共団体から発行された身分証明書
や腕章を携帯することから、住民とトラブルが生じることはない。
・家屋評価において民間委託がなされている調査事務は家屋の図面を作成した
り、課税台帳と照合する業務等である。家屋評価は通常家屋内への立入を伴
うことや多くの市町村では大規模家屋の評価を都道府県に委ねており委託す
るほど業務量がないことなどより、民間委託は限定的とならざるをえない。
・償却資産の評価調査事務については民間委託はほとんどなされていない。こ
れは、償却資産については事業者内に立ち入って帳簿と申告内容を照合する
など税務調査の性質が強いことが、民間委託の状況に影響を与えているもの
と推察される。
・以上より、家屋や償却資産の評価については、そのノウハウを持った民間事
業者がいない。
上述のように家屋評価の民間委託は立入検査を伴うことや業務量との関係
で評価の民間委託はあまりなされていないのであるが、同じく補償コンサルタ
ントに対するヒアリング調査より、家屋評価の民間委託の委託先事業者として
の補償コンサルタントの可能性が存在することを報告書は示している。
・部分別に資材の種類や量を把握し、補償額を算定するという補償コンサルタ
ントの作業は家屋評価におけるそれと共通する部分が多い。固定資産評価基
準に関する一定の講習、研修を行った上であれば、家屋評価を適正に行うこ
とは可能と思われる。
・ただし、補償額算定における 1件あたりの単価は木造 100m2 で数十万円、
非木造 400m2 で 50万円程度といわれ、そうした委託コストの水準が課題と
なる。
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IV 民間委託の基本的考え方
1 民間委託の基本的視点
次に、地方公共団体の事務の民間委託の基本的視点を確認しておきたい。ま
ず、地方公共団体が提供する公共サービスの民間委託の可能性と課題について
一定の指針を示したものとして、総務省自治行政局行政体制整備室に置かれた
「地方団体における民間委託の推進等に関する研究会」の報告書『地方公共団
体における民間委託の推進等に関する研究会報告書』（平成 19年 3月）があ
る。以下、そこで論じられた公共サービスの民間委託の範囲に関する基本的視
点・考え方について概観しておきたい19)。
報告書では、地方公共団体が提供する公共サービスが一般的には「民間が
効率的・効果的に実施できる場合に民間委託を推進することが法令上可能な業
務」と「行政自らが執行することとなっている業務（法令上民間委託が不可能
な業務）」、「法令上は民間委託が不可能とはいえない業務であっても、業務の
性質などから民間委託に適さないと考えられる業務」に区分されているが、こ
れらの区分の境界について必ずしも明確な整理がなされていないとして、「民
間委託に適する公共サービスの範囲を判断するうえで留意すべき視点」の整理
を行っている。すなわち、検討すべき公共サービスのカテゴリーとして、(1)
法令により公務員が実施すべきとされる業務、(2)相当程度の裁量を行使する
ことが必要な業務、(3)地方公共団体の行う統治作用に深く関わる業務、(3)を
さらに (3-1)公の意思の形成に深く関わる業務、(3-2)住民の権利義務に深く
関わる業務、(3-3)利害対立が激しく、公平な審査・判断が必要とされる業務、
の 5領域をあげ、それぞれについて現行の枠組みと、民間委託の考え方が考察
される。
(1) 法令の規定について
公共サービスには、法令に基づき、公務員が実施すべきとされている業務が
19) 『地方公共団体における民間委託の推進等に関する研究会報告書』8-11 頁。なお、報告書では、
民間委託等における委託先選定方法や契約のあり方、行政責任の担保のあり方など、民間委託等
に当たり直面する諸問題や、積極的に民間委託等を推進していくための環境の整備、地方公共団
体の取組に資する基本的考え方などについても整理がなされている。
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ある。現行の枠組みでは、これは当該業務が公益に与える影響やその公平性等
の観点から（下線筆者付記；以下同じ）、公務員の全体の奉仕者としての位置
付けや守秘義務等の服務規律、贈収賄罪・公務執行妨害罪の適用などから、公
務員としての身分を持つ者がこれを行うべきとされている。
このカテゴリーについて報告書は、公共サービス改革法（「競争の導入によ
る公共サービスの改革に関する法律」、平成 18年法律第 51号）のように20)、
従来は行政が自ら実施すべきものと考えられてきた業務について、委託先の従
事者に関する守秘義務やみなし公務員の規定を置いたうえで、一定の手続きを
経た場合については、民間事業者が当該業務を実施することができることとす
る立法例もあり、民間委託を行うことができる範囲については、今後も様々な
議論が展開される可能性がある、としている。他方、地方公共団体が法令に違
反して事務処理を行うことができない以上、法令に照らし、行政が自ら実行す
べきものとされている業務について、民間委託はできないということには留意
すべきであるとされる。
(2) 相当程度の裁量を行使することが必要な業務
これまでも一般的に「定型的・機械的」業務については、民間委託に適して
いるとされてるが、「裁量的・判断的」要素を相当程度含む業務については、
法令上民間委託が可能であっても必ずしも民間委託に適さないと考えられて
きた。
これに対し、報告書では、その場合でも、委託先が行う「裁量」や「判断」
の範囲・基準を事前に明確かつ客観的な内容として契約で定めるなどの工夫を
して、民間委託の対象とすることは考えられる、としている。
20) 同法の趣旨は第 1 条において「この法律は、国の行政機関等又は地方公共団体が自ら実施する
公共サービスに関し、その実施を民間が担うことができるものは民間にゆだねる観点から、これ
を見直し、民間事業者の創意と工夫が反映されることが期待される一体の業務を選定して官民競
争入札又は民間競争入札に付することにより、公共サービスの質の維持向上及び経費の削減を図
る改革（以下「競争の導入による公共サービスの改革」という。）を実施するため、その基本理
念、公共サービス改革基本方針の策定、官民競争入札及び民間競争入札の手続、落札した民間事
業者が公共サービスを実施するために必要な措置、官民競争入札等監理委員会の設置その他必要
な事項を定めるものとする。」とされている。
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(3) 地方公共団体の行う統治作用に深く関わる業務
(3-1) 公の意思の形成に深く関わる業務
住民の権利義務について定めたり、または地方公共団体の重要な施策に関す
る決定を行うなど、住民の生活に直接間接に重大な関わりを有するような公の
意思の形成に深く関わる業務は、民間委託に適さない場合がありうると考えら
れる21)。
公の意思の形成に深く関わる業務については、その執行が特定の利益を擁護
するものであってはならず、全体の奉仕者として憲法上位置付けられ、守秘義
務や政治的行為の制限、営利企業等の従事制限など様々な身分上の制約が課さ
れている公務員が行うことを要する行為があるものと考えられる。例えば、条
例や予算の議会への議案提出や、議会による審議・議決、補助金交付先の決定、
地方公共団体の財産の取得・使用・処分に対する最終的な権利行使などは、議
会による民主的コントロールのもとで、様々な身分上の制約が課せられている
公務員が判断し、当該行為を行うことが要請されていると考えられる。
以上より、報告書は「公の意思の形成への関与の度合いは、民間委託の適否
を判断するうえで留意すべき点である」としている。
(3-2) 住民の権利義務に深く関わる業務
住民の権利を具体的に制限したり、住民に義務を課したり、住民の身体や財
産への直接的な実力行使（相手方の意に反して行う立入調査や差押え・公売等
の強制処分、即時強制など）を行ったりするなどといった住民の権利義務に深
く関わる業務は、公による権力的な性格が強い業務として、従来は民間委託が
できないとされてきた。しかし、法務省の行刑施設運営の民間委託や警察庁の
放置駐車違反取締の民間委託等、近年、この領域における業務の民間委託が実
施されている。行刑施設の管理運営業務の場合、当該業務を「権限行為」、「準
備行為」、「事実行為」、「サービス業務」に区分し、従来より、公権力の行使に
21) 報告書では、米国の連邦予算管理局 OMB 通達 A-76 において、政府固有の業務が「公の利益
に深く関係している業務」や「政府権限の適用、または政府のための意思決定においてかなりの
裁量を行使することが必要な業務」と定義され、また、判断基準として「深く（intimately）」
や「かなり（substantial）」といった相対的な尺度が用いられていることを紹介している。
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あたらないものとして民間委託がなされてきた洗濯や清掃、食事などのサービ
ス業務に加えて、「準備行為」及び「事実行為」について構造改革特別区域法
（平成 15年 4月 1日施行）に基づき民間委託が行われている。
報告書では、業務全体で見れば住民の権利義務に深く関わる業務であるこ
とから法令上民間委託が不可能とされていた業務であっても、その中心となる
「権限行為」の前後に位置する「準備行為」や「事実行為」のように住民の権
利義務への関与が相対的に低く民間委託に適していると考えられる業務を切り
分け、守秘義務やみなし公務員規定などの必要な措置を講じることで、法令上
民間委託可能とされる例もあるとする。なお、報告書は、そのような場合にお
いても、民間委託が可能となる業務については法令上の観点も含め、慎重な検
討がなされたことに留意する必要があることを述べている。
(3-3) 利害対立が激しく、公平な審査・判断が必要とされる業務
法令に基づいて、国や地方公共団体が政策として労使関係を安定させる目的
で行うこととしている労働関係の調整や審査、土地収用等に係る審理や裁決な
どのように、利害対立が激しく公平な審査・判断が必要とされる行為は、民間
委託に適さないものと考えられる。これらの業務に付随して行われる情報の収
集、調査、事前準備などといった補助的業務については、民間委託を行いうる
ものが存在する可能性はあるが、補助的業務が公平・中立なものとなっている
かをいかに担保するのかといった課題などがあるものと考えられる。
2 他の行政分野における民間委託等の事例
(1) 指定確認検査機関が行う建築確認（建築基準法）
① 概要
従来、建築基準法に基づく建築確認事務（新築建築物が建築基準関係規定に
適合しているか事前に建築確認し、工事着工後は中間検査、完了検査を事務）
は特定行政庁の地方公共団体（都道府県または市町村）の建築主事のみが行っ
ていたが、建築確認の迅速化や違反建築物への行政対応の充実を目的とした民
間開放のため、建築基準法が平成 11年 5月 1日に改正施行され、民間の指定
確認検査機関による建築確認が可能となった。民間の指定確認機関が取り扱う
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ことのできる建築物の範囲や業務の対象地域は定められているが、指定業務範
囲内では建築主事と同等の権限を有する。
② 事務の実施主体
事務の実施主体は上述の通り、特定行政庁の建築主事および国土交通大臣ま
たは都道府県知事が指定した指定確認検査機関（建築基準法 6条、6条の 2）。
③ 事務
新築建築物が建築基準関係規定に適合しているか否かを事前に建築確認し、
工事着工後は中間検査、完了検査するもの（建築基準法 6条、6条の 2）。
④ 民間実施事務
上記の事務の通りである。なお、建築基準法 6条 2項等により、建築主事
が行った場合と同様の効果が与えられ、かつ、建築審査会に対する審査請求権
も認められている。
⑤ 行政関与（規制）
事前の行政関与として、指定確認検査機関は国土交通大臣または都道府県知
事が指定する（建築基準法 6条の 2、同 77条の 20）。
事務実施中の行政関与には、次のようなものがある（建築基準法 6条、6条
の 2、9条、10条、77条の 29）。
・一定の構造計算を行う建築物の計画を確認する場合、都道府県知事または指
定構造計算適合機関より構造計算適合性判定を受けねばならない。
・建築確認、中間検査、完了検査の実施内容を特定行政庁に報告せねばなら
ない。
・特定行政庁は報告内容が適法である場合、その旨、建築主と指定確認検査機
関に通知する。
・特定行政庁は違反是正措置命令または使用禁止命令を行うことができる。
・帳簿の作成と保存の義務がある。
最後に事後の行政関与として、国土交通大臣、都道府県知事が指定確認検査
機関に対して、監督命令、報告命令、立入検査及び指定の取消を行うことがで
きる（建築基準法 77条の 30、31、35）。
⑥ 守秘義務の取扱い
| 22 |
前田：固定資産税における評価事務の民間委託について
指定確認検査機関の役員及び職員である者、あった者については秘密保持義
務が課される。また、指定確認検査機関の役員及び職員で確認検査の業務に従
事するものは、刑法その他の罰則の適用について、公務に従事する職員とみな
す（建築基準法 77条の 25）。
⑦ 参入要件
指定確認検査機関の参入要件は以下の通りである（建築基準法 77条の 20）。
・常勤職員たる確認検査員（建築基準適合判定資格者）の数が、確認検査を行
おうとする建築物の種類、規模及び数に応じて一定数以上であること。
・職員、確認検査の業務の実施の方法その他の事項についての確認検査の業務
の実施に関る計画が、確認検査の業務の適確な実施のために適切なものであ
ること。
・財産評価額が一定額以上であること。
・確認検査の業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的基礎を
有するものであること。
・法人にあっては役員、法人の種類に応じて国土交通省令で定める構成員又は
職員の構成が、法人以外の者にあってはその者及びその職員の構成が、確認
検査の業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。
・確認検査の業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことに
よって確認検査の業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものである
こと。
・確認検査の業務を行うにつき十分な適格性を有するものであること。
⑧ 欠格事由
法人のみならず個人も指定確認検査機関となりうるため、（指定確認検査機
関の）指定を取り消され、その取消しの日から起算して 2年を経過しない者、
建築基準適合判定資格者登録を消除され、その消除の日から起算して 2年を経
過しない者、建築士免許を取り消された者又は建築事務所の登録を取り消され
た者のうち一定の者、公務員で懲戒免職の処分を受け、その処分の日から起算
して 2年を経過しない者など、欠格事由が定められている。
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(2) 違法駐車車両の確認事務（道路交通法）
① 概要
平成 16年 6月 9日に公布された道路交通法の一部を改正する法律により、
違法駐車対策に係る規定が改正され、警察署長は、放置車両の確認及び標章の
取付けに関する確認事務の全部または一部を、公安委員会の登録を受けた法
人、すなわち放置車両確認機関に委託することができるようになった。いわゆ
る駐車監視員の制度であり、根拠法は道路交通法 51条の 4第 1項「警察署長
は、放置車両の確認及び標章の取付けに関する事務の全部又は一部を、公安委
員会の登録を受けた法人に委託することができる」である。
② 事務実施主体
業務実施主体は警察官または交通巡視員、放置車両確認機関である（道路交
通法 51条の 4第 1項、52条の 12第 8項）。
③ 事務概要
事務概要は、違法駐車車両について、その確認及び当該車両の使用者が放置
違反金の納付を命ぜられることがある旨を告知する標章の取り付けを行うこと
である（道路交通法 51条の 4第 1項）。ただし、放置車両確認機関が確認を
行ったことのみをもって放置違反金の納付を命ずるものではなく、警察署長に
よる公安委員会への報告、公安委員会による納付命令手続き、という手順がふ
まれる。
④ 民間実施事務
駐車監視員に制服を着用させ、またはその他の方法によりその者が駐車監視
員であることを表示させ、かつ記章を着用させなければ、その者に放置車両の
確認等を行わせてはならないとされる（道路交通法 51条の 12第 4項）。
⑤ 行政関与（規制）
事前の行政の関与としては、放置車両の確認を行おうとする法人は公安委員
会に登録を申請せねばならない（道路交通法 5条の 8）。
事務実施中の行政関与はとくに定められていないが、事後の行政関与とし
ては、公安委員会は登録法人が登録要件に適合しなくなった場合、是正命令を
行うこと、公安委員会は登録法人に対して報告命令、立入検査、取消を行うこ
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と、そして駐車監視資格者証の返納を命令することができる（道路交通法 51
条の 9、10、11、同 51条の 13）。
⑥ 守秘義務の取扱い
放置車両確認機関の役員及び職員である者、あった者については秘密保持義
務が課される。また、放置車両確認機関の役員及び職員で確認事務に従事する
ものは、刑法その他の罰則の適用について、公務に従事する職員とみなす（道
路交通法 51条の 12）。
⑦ 参入要件
参入要件として、車両、携帯電話用装置その他の携帯用の無線通話装置、地
図、写真機及び電子計算機を用いて確認事務を行うものであること、駐車監視
員が放置車両の確認等を行うものであること、当該公安委員会が置かれている
都道府県の区域内に事務所を有するものであることが定められている（道路交
通法 51条の 8）。
⑧ 欠格事項
欠格事由についても法定されている（略）。
(3) 違法駐車車両のレッカー移動
① 概要
警察署長は、違法駐車車両について、一定の場合に、車両を駐車場等へ移動
（レッカー移動）することができ、また車両を移動した場合は当該車両を保管
しなければならないこととされているが、平成 16年 6月 9日公布の道路交通
法の一部を改正により、移動及び保管に係る事務の全部または一部を、公益法
人であって、当該事務を適正かつ確実に実施することができると認められるも
のとして公安委員会が指定する者に行わせることができることとなっている。
根拠法は道路交通法 51条の 3第 1項「警察署長は、放置車両の移動及び保管
に関する事務の全部又は一部を、一般社団法人又は一般財団法人であって、当
該事務を適正かつ確実に実施することができると認められるものとして公安委
員会にあらかじめ指定する者に委託することができる」である。
② 事務実施主体
警察署長、指定車両移動保管機関が実施主体である（道路交通法 51条）。
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③ 事務概要
違法駐車車両の移動及び保管を実施（いわゆるレッカー移動を実施）する事
務をいう（道路交通法 51条 5項、6項）。
④ 民間実施事務
事務概要に同じ。
⑤ 行政の関与（規制）
事前の行政関与としては、指定車両移動保管期間の指定は警察署長によって
なされる。また、違法駐車車両の売却には警察署長の承認を要する（道路交通
法 5条の 3）。
次に、事務実施中の行政関与として、警察署長または警察官の指示のもとに
レッカー移動を行うこととされている。すなわち、レッカー移動は警察署長等
が移動すべきものとして指示したものに限られる。
最後に、事後の行政関与として、公安委員会は指定車両移動保管機関に対し
て、改善命令、指定の取消を行うことができる（道路交通法 51条の 3）。
⑥ 守秘義務の取扱い
指定車両移動保管機関の役員及び職員である者、あった者については秘密保
持義務が課される。また、指定車両移動保管機関の役員及び職員で確認事務に
従事するものは、刑法その他の罰則の適用について、公務に従事する職員とみ
なす（道路交通法 51条の 3）。
⑦ 参入要件
参入要件としては民法第 34条法人で、当該事務を適正かつ確実に実施する
ことができると認められるものとして公安委員会が指定する者とされている
（道路交通法 51条の 3）。
⑧ 欠格事由
欠格事由についても法定されている（略）。
(4) 民間委託先行事例と行政の責任、公権力の行使との関係について
建築確認業務の民間開放に関して、行政の責任との関係について、第 142回
国会衆議院・建設委員会（平成 10年 5月 15日）における建設省住宅局長の
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国会答弁は以下のように説明している。
（イ）「今までの第三者による、今までは行政でございますが、行政による検
査、確認というふうな体系の枠組みを前提にいたしますと、当事者に、内部
監査に 100%お任せするのではなくて、それはそれとして強化しつつ、やは
り第三者による検査体制というふうなことから、行政だけから行政プラス民
間というふうな体制にさせていただきたいと思います。」としている。（下線
は筆者付記。以下同じ。）
また、「今回民間に開放するというふうなことから、民間でも判断が可能な
ような基準として一方においては明確化する、一方において、そうはいって
も行政の判断にゆだねざるを得ない分野というのも残ります。残った分野に
ついては、裁量というよりはむしろ行政の責任で、基準と責任をはっきりし
た上で許可体系に移行するというふうな形ではっきりさせたいと思います。」
（ロ）「確認、検査に不具合があったということで建物が何らかの理由で倒壊
をしたり被害を受けたりというような場合にはどのような責任を問われる
のか、どのような責任の問い方があるのか」という質問に対し、答弁では、
「仮に明らかに確認あるいは検査のプロセスにおいてミスがあった、それが
結果として直接的な引き金になって建築物に損害が生じたというふうな場合
には、当然のことではございますが、建築確認、検査を依頼した建築主と請
け負ったところには契約関係があるわけでございますから、当然のことなが
ら民事上の損害賠償責任は発生すると思います。」
ここで、（イ）の箇所において、民間開放後も行政の責任が残るとしている
こと、（ロ）において、損害賠償については民・民間の契約上の問題であると
していることに留意すべきである。
さらに、第 142回国会衆議院・建設委員会（平成 10年 5月 15日）におけ
る建設大臣の国会答弁は「建築審議会答申における自己責任の趣旨は、建築基
準を遵守し建築物を適法なものとすることは、第一義的に建築主の責任である
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ことを述べたものでございます。建築物の安全性と良好な市街地環境の確保を
図るため、行政が建築規制制度を的確に執行し、その実効性を確保する責任を
有していることを大前提としていることは言うまでもないと考えております。」
とし、安全性等については行政に責任があることを明示している。
次に、民間指定機関による違法駐車車両の確認標章の取付けおよびレッカー
移動・保管業務について、公権力の行使との関係を確認しておきたい。
まず、確認標章の取付け、レッカー移動・保管が公権力の行使にあたるか否
かについては、第 162回参議院内閣委員会（平成 17年 3月 18日）における
政府参考人・警察庁交通局長の以下のような答弁がある。
「道路交通法第五十一条の三におきまして、警察署長が移動すべきものと
して指示した車両の移動及び保管に係る事務の全部又は一部を警察署長が指
定車両移動保管機関に行わせることができる旨の規定の解釈の評価でござい
ますが、いわゆる公権力の行使とは私人の権利を制限し又は義務を課すもの
であるということを前提としてみますと、どの車両を移動すべきかの判断は
警察署長に留保されておりますものの、警察署長が移動すべきものと指示し
た車両の移動のほか、その保管、返還、負担金の徴収等、その後の一連の手
続は指定車両移動保管機関がその名において行うものでありますので、全体
として見れば、広い意味でのいわゆる公権力の行使にわたる事務を行わせて
いるものと考えております。」
このように、緩やかに公権力を定義した場合、指定車両移動保管機関に委託
された事務が公権力に該当するとされている。しかし、平成 17年 3月 31日
の参議院・内閣委員会における警察庁交通局長の国会答弁は、次のように公権
力性を否定する。
「お話のございました一点目の昨年の道交法改正によりまして規定され
ました確認標章の取付けでございますが、これはそれ自体としては私人の権
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利を制限し又は義務を課すものではなく、単に事実を確認したことを相手に
知らせるだけのものでございまして、これはいわゆる公権力の行使には該当
しないものと考えております。それからもう一点目でございますが、道路交
通法の規定に基づきます違法駐車車両の移動措置、いわゆるレッカー移動で
ございますが、これは警察署長が行うものとされておりまして、この移動措
置はいわゆる公権力の行使に該当すると考えておりますが、ただ、その民間
事業者が警察署長の指示に従ってこのレッカー移動の作業を行う行為の評価
でございますが、これは警察署長又はその指揮下にあります警察官により移
動すべき車両を特定いたしまして、移動すべき旨を意思決定した場合におい
て、その指示に従い、単にレッカー車により移動する作業を実施するときは
民間事業者がいわゆる公権力の行使を行っているものとは言うことはできな
いものと考えております。」
ここで公権力の行使といえないとする根拠が、警察署長または警察官の指
示に従って事務が実施されることに置かれていることに留意すべきであろう。
いずれにせよ、先行事例においては、公権力の行使に該当する事務の民間委託
は適切でないこと、民間委託を行った場合においても一定の行政責任が残るこ
と、が前提条件となっている22)。また、守秘義務に関しても先行事例では明確
な規定を設けた上で民間委託が実施されていることも確認できる。
22) ここでは先行事例として参照することをしなかったが、構造改革特別区域法により、刑事収容施
設及び被収容者等の処遇に関する法律の特例として、行刑施設の警備及び被収容者の処遇（所持
品の検査等）に関する事務の民間開放の先行事例もある。この事務の民間開放と「公権力の行
使」との関係について、第 161 回国会・参議院・法務委員会（平成 16 年 11 月 10 日）におけ
る法務省矯正局長の国会答弁では、所要の法制上の措置を講じた上で、施設の警備のほか、職業
訓練や健康診断の実施など、受刑者の処遇の一部も含め、公権力の行使に係る業務を民間に委託
し、官民協働の運営を実現したいと考えているが、武器や戒具の使用など実力行使を伴う業務、
接見や信書の授受、発受の許否など受刑者の権利制限に係る業務については民間委託はせずに、
従来通り国の職員が行う旨が述べられた。また、第 162 国会参議院・法務委員会（平成 17 年
3 月 10 日）における法務省矯正局長の国会答弁でも、公権力の行使にかかわる業務以外の民間
委託を想定しているとしている。
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V 固定資産評価の民間委託に係る論点と基本的考え方
1 なぜ固定資産評価事務を民間委託するのか
ここでなぜ固定資産の評価事務を民間委託する必要があるのかについて確
認しておきたい。民間委託の効果として特に期待されるのは、効率性の向上と
専門性の確保である。これらはいずれも、固定資産税課税の公平・公正の実現
において重要な意味を有する。効率性の向上という意味では、評価事務の部分
的な民間委託ではなく、課税客体の把握から評価調書に係る補助資料の作成に
まで、一連の事務の一体的な委託が必要となる。
無論、この民間委託制度を利用するか否かは、あくまで行政庁の自主的判
断に委ねられるべきである。ところで、民間委託について地方公共団体はどの
ようにとらえているのであろうか。財団法人資産評価システム研究センターの
「固定資産評価事務の民間委託に関する調査研究委員会」が行ったヒアリング
調査によれば、地方公共団体サイドには以下のような意見があった。
・家屋の評価を 1人で行っているような小規模な市町村もあり、そのような場
合、民間人の同行というスタイルでは効率性という観点からは大きな効果は
期待できない。
・反対に、大規模な地方公共団体では、常勤する職員を減らし、評価すべき家
屋が増えた時にその分を民間委託したいとする自治体も多い。
・小規模の地方公共団体では、現実問題として団塊世代公務員の大量退職や財
政逼迫による人員削減により、高い評価技術を持った職員がいなくなるおそ
れがあり、それが深刻な問題となっている。また、専門性をもった民間人を
同行させえることでより適正な評価が可能となる。逆に、職員が同行しない
と、評価のノウハウが失われるリスクがある。
・近年の資材の多様化、家屋構造の複雑化に対応するため、民間の専門家が必
要とされている。
・固定資産税評価が現況主義を原則としている以上、実地調査は評価の根幹を
なすものであって、納税者に対する説明義務を果たす上でも個別の実地調査
は職員が行うべきではないかといった意見も多い。
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厳しい財政制約のもとで公正な課税を維持していくためには、効率性の観点
から評価事務の民間委託が必要となる。その場合、効率性を重視すれば評価事
務の一体としての民間委託が望ましいが、事務をある程度まとまったかたちで
民間委託することは一般に公権力性を高める可能性がある。前節で検討したよ
うに、民間に委ねた場合に社会的な受容可能性が低くなることから、このこと
については慎重な検討が必要である。
2 民間委託することができる業務の範囲
前節でみた「地方公共団体における民間委託の推進等に関する研究会報告
書」において示された基本的考え方や、他の行政部門での先行事例における考
え方より、公権力の行使に直接に関わる事務や、行政責任の担保の視点から整
理すると、固定資産税の課税は、その「課税」という行為そのものが、まず、
公権力の行使そのものである。そして、評価調書の作成や固定資産の価格決定
のようにその課税行為の根幹をなすものもまた公権力の行使であって、地方税
法にそれらの事務が市町村長の権限・責任において行われると明確に法定され
ている通りである。
しかし、評価と価格決定の事務を一体としてではなく、その中からこれに関
わる補助的業務・事前準備行為を切り出すとすれば、一定の条件の下で、民間
に委託することは可能となる。すなわち、情報収集等の評価を補助する事務、
あるいは評価のために必要な資料を作成する事務は、「評価」そのものの準備
行為と捉えることができ、原則として公権力の行使には当たらないと考えるこ
とができよう。具体的には、①価格の決定は従来どおり市町村長が決定する、
②固定資産の評価そのものも従来どおり固定資産評価員（または市町村長）が
行う、③評価のために必要な情報の調査及び評価を行うための参考資料の作成
を評価事務の準備行為または補助行為として、これを例えば「評価調査業務」
として定義し、民間に委託する、ということである。
その場合、評価調書の作成に基づいた市町村長による価格決定につながる一
連の事務からその一部を切り分けて「評価調査事務」を設ける際には、土地、
家屋、償却資産それぞれの課税客体資産の性格を考慮しながら、いずれの事務
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が民間委託可能なのかを特定していく必要がある。まず、現在でも民間委託が
可能であって、実際に一般に私人が行っている事例の多い業務については、そ
のまま「評価調査業務」に分類される。そして、現在は民間委託が可能とは一
般に解されていない事務のなかで、一定の裁量・判断の余地があって意思決定
を含まれる事務、公平性の確保が強く求められる事務、秘匿情報の取得等の内
容があり法的根拠・一定の規制が必要な事務であるが、そうした事項を考慮す
る条件整備を担保することで民間委託が可能な業務、すなわち評価決定に必要
な資料の作成、事前準備行為といえる業務についても、「評価調査事務」とす
ることが考えられる。そして、最後に、法的根拠、一定の規制を付けたとして
もなお公権力の行使という位置づけが明確な事務は民間委託をなすべきではな
いことになる。
なお、このように公権力の行使の有無を基準の一つとして課税事務の民間委
託の可能性を判断すると論じたが、それに加えて、社会的妥当性や、通常、納
税者によって行政機関による実施を期待している事務であるか否かという、い
わゆる社会の受容性をも考慮する必要がある。ここで社会的妥当性とは、補助
的業務や準備的業務を民間委託することが可能とするにせよ、それらを公権力
行使の事務から切り離すことの妥当性の判断が社会通念に依存する部分も強い
ことを意味する。
3 実地調査の民間委託は可能か
上述の民間委託可能な事務の切り出しに際して、その判断が難しいと思われ
るのは実地調査である。現在、市町村長の価格決定（法 404条）、評価調書の
作成（法 403条）、実地調査（法 408条）、さらにここでの検討の必要から実
地調査の中で課税対象資産への「立入」という意味での実地調査（以下、「立
入調査」とする）とそれに基づく評価である23)。これらのうち、固定資産の価
格決定を市町村長が行うこと、評価調書の作成を議会同意を得て選任された固
定資産評価員が行うことは、固定資産の価格決定や評価調書の作成という住民
に重大な影響を及ぼす決定権者は一定の民主的手続を経た者が行うべきである
23) 平成 19 年 3 月 31 日付け総務省自治税務局固定資産税課長通知。
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との理念による24)。
では、実地調査についてはどうであろうか。それが固定資産評価員だけでな
く、一般職の公務員である固定資産評価補助員でも行うことができることに着
目するならば、実地調査や立入調査は家屋内や敷地内への立入りを必要とする
（とりわけ家屋において）ため、公務員と同様の強い規制をかけることや、公
務員の指揮監督または、資産の占有者等の同意の上で、民間委託が可能とする
考え方もありうる。
他方、民間委託が困難となる要素も存在する。立入調査が特に必要となるの
は家屋であるため、家屋の評価調査事務を例にみるならば、それは、①家屋に
使用されている資材の種類の、定評価基準内の分類への特定と使用量の決定、
②評価基準による各資材の点数抽出と、面積割合等を乗じた部分別の評点数の
計算、③補正係数等の適用、④全体の評価額を算定、という作業で構成される。
このように家屋の評価調査事務は実地調査や立入調査以外の事務は一連の事務
の手順の中で行われため、民間委託が可能な業務の特定は難しいという考え方
もできる。
また、家屋評価では目視による材料種類の判断が行われ、その判断を納税者
が是認することをもって評価業務が成立することになる。そこでは材料の特定
が「公務員によってなされた」ということで納税者が受容しているという面が
あり、民間で業務を行う場合にも同様の理解を得ることは難しいかもしれない。
次に、公権力の行使との関係から、立入調査の際に生ずる問題を確認してお
こう。まず、質問検査について、納税者の回答を任意とするか、罰則で担保す
るかが問題となる。仮に民間委託したとして、民間事業者の質問検査に対し拒
否した場合に罰則を課すことは、「公権力の行使」との関係で一般に困難であ
る。行政罰に関連することを行為主体が行政でない民間事業者が行うことは難
しい。
逆に、納税者の回答を任意とした場合には、評価調査事務のための質問検査
も可能となる。強制力がないのであるから、守秘義務等の条件を付すことで民
24) 財団法人資産評価システム研究センター、前掲書、6 頁。
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間委託することができよう。ただし、この場合、適正・公正な評価が可能かと
いう、そもそもの問題が生ずる。
以上は、民間事業者が単独で立入調査を行うことを想定しているが、地方公
共団体の職員に民間事業者が同行するかたちで助言を行うことは、一定の規制
の下で可能である。ただし、この場合、民間委託のねらいの一つである事務の
効率化という点からは問題があろう。
ところで、法 353条に定める徴税吏員等の質問検査権とは、「市町村として
は、自ら進んで調査を行うとともに、必要がある場合には納税義務者に帳簿書
類等の提示を求め、質問、検査を行うことができなければならない。（中略）
徴税機関の右のような活動は、特に法律の根拠をまつことなく、一般の行政作
用の一環として行うことができるものと解されているが、なお納税者側におい
て十分な協力が得られない場合には、徴税機関に質問検査の権限を法律上付与
し、その検査拒否、不答弁或いは虚偽答弁に対して罰則をもつて臨むことによ
り、課税事実把握の実効性を期待しようとするもの（下線筆者付記）」25) とさ
れている。このように罰則によって実効性が担保されるのであるが、私人の行
う立入り調査と調査拒否の罰則の事例として、土地収用法（第 11条第 3項、
第 13条、第 143条第 2号）があり、私人が行う立入に対する許可制と受忍義
務が定められている。ただし、そこでは極めて公共性の高い事業を営む私人が
事業活動を行う前提として立入調査が不可欠であるとされるのである。
なお、間接強制調査において、被調査者の「同意」を得ずに、立入調査をし
た場合、不法行為になり、国家賠償の対象となる26)。
前述のように、立入りを任意とすれば民間委託は可能となると考えられる
が、いうまでもなく税務調査において純粋な任意調査はありえない。仮に罰則
の定めの無い調査であっても、税務調査が被調査者に心理的圧迫を及ぼすこと
を考慮すれば、罰則の有無に関係なく、民間事業者が質問検査を行う場合、公
務員に課されている義務と同様の義務が課されねばならないし、なおかつ、行
政が行う場合に比して任意性は高まることは否めない。
25) 固定資産税逐条解説。
26) 最高裁昭和 63 年 12 月 20 日。
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4 民間委託と評価事務の適正さの確保
(1)民間事業者の能力をいかに担保するか
評価事務の一部を実際に民間委託した場合、当然、それが適正に実施される
ことが担保されねばならない。それをまず、民間事業者の能力という視点から
みておこう。
評価に関連する資格としては、不動産鑑定士、土地家屋調査士、補償コンサ
ルタント（補償業務管理士）、積算コンサルタント（建築積算資格者）などがあ
る。このうち、評価に関する総合的なノウハウ、知識・経験を有する事業者と
しての適性からみると、土地評価については不動産鑑定士、家屋評価について
は建築士などが具体的な委託先として考えられる。ただし、建築士の中でも木
造家屋、非木造家屋の別にそれぞれ専門性があることに留意せねばならない。
したがって、民間委託する場合には、評価対象資産の種類ごとに資格要件を定
めるということも考える必要がある。
また、上述のように、家屋評価については建築士が適当であるが、建築設
計の業務の中で、使用されている材料を細かく特定する必要があることはほと
んどない。その意味で、実際に家屋の評価業務に耐え得る建築士は少ないと考
えられる。したがって、家屋評価を建築士に委託する場合、別途資格の創設や
講習を行うことで人材の確保を図らねばならない。他方、不動産鑑定士につい
ては既に土地の評価業務に関する実績が多く、そうした問題は生じないと思わ
れる。
なお、既存の資格の活用以外では、新たな資格の創設や、公務員退職者の中
で固定資産評価補助員など評価事務に携わってきた者の活用も考えられよう。
(2)業務実施の適正さの担保
委託可能な業務であっても、適切な委託対象の民間事業者がいる場合におい
ても、業務の民間委託には当然、いくつかの条件を設けねばならない。まず、
民間委託を既に行っている事例においては、秘密保持および盗用禁止の適用が
（退職者も含めて）なされるのが一般的である。守秘義務、別目的のための盗
用や他の業務への流用の禁止、信用失墜行為の禁止、職務専念義務（民間委託
の場合、一般的な兼業禁止は不可能であるため、利害関係者への委託の禁止や
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利益相反行為の禁止などがこれに該当する）、営利企業等への従事制限（民間
委託の場合、禁止できないので利害関係の排除等の代替措置）が必要となる。
刑法その他の罰則の適用については、公務員が公務員職権濫用罪、収賄罪の
主体としてその活動が規制されること、公務執行妨害罪、職務強要罪の客体と
して、その活動が保護されることの双方において、評価業務に従事する民間事
業者に対して公務員に準ずるみなし公務員の扱いをなすべきであろう。
同じく先行事例では、行政庁による業務の状況に関する報告徴収・質問・検
査、必要な措置の指示又は業務改善命令、関係書類の保存などが規定されてい
る。報告聴取等の行政庁の関与や書類保存等の義務づけは、単なる契約による
ものではなく、法制度において担保しておく必要があろう。
なお、上記の報告、書類保存等を含め、民間事業者に対する種々の禁止や義
務付けについては、納税者の受容可能性を高めるためには個々の事項について
ではなく、包括的に法制度で担保することが望ましい。また、税務行政に対す
る信頼性の確保の視点からは、仮に契約で担保可能であっても、法制度で担保
すべきと考えられる。
(3) 民間事業者の評価等に納税者に不服がある場合の対応について
民間委託で民間事業者が不適切な評価を行った場合、まず、基本的には、納
税者に不服がある場合には、固定資産評価審査委員会で価格の決定を争うべき
である。その場合、不服審査請求において固定資産評価審査委員会に民間事業
者が直接に出席して弁明を行うか、地方公共団体がその責任において弁明する
かの問題があるが、制度的には民間事業者が行う事務は評価のための調査及び
資料作成であるべきこと、納税者に対する行政の説明責任を考えると、地方公
共団体が責任を持って対応すべきであろう。そのうえで、必要に応じて、受託
者たる民間事業者にも補助的な説明をさせることが望ましいと考えられる。
次に、評価に対する不服が最終的に課税決定の取消訴訟と市町村に対する国
家賠償訴訟あるいは不当利得返還請求が許容される可能性、また、納税者が民
間事業者に対して損害賠償請求をする可能性がある27)。この点に関して、公
27) 民間事業者によって不適切な評価がなされた場合や、評価作業によって建物の損傷など損害が生
じた場合に賠償請求がなされる可能性がある。
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権力的事務の民間委託が不可能である=民間事業者の行為は公権力の行使でな
い、とすれば、通常は国家賠償請求の可能性はない。民法の法理論から解釈す
れば、委託者の単なる履行補助者については、委託者たる市町村の賠償責任が
認められるが、委託者に指揮監督権が認められていない場合には、受託者に賠
償責任が生ずる、というかたちでの線引きがなされよう。
なお、不適切な評価調査事務を行った事業者への市町村の側からの事後の責
任追及であるが、故意または過失により不正な評価資料を作成した民間事業者
に対しては、法人とその従業員に対する両罰規定も含めて制裁を課すべきであ
り、納税者との関係で地方公共団体が損失を被った場合に、民間事業者に故意
または過失があれば、当然、当該事業者に対して求償できると考えられる。
(4) 民間事業者による評価の適正さ・均衡の確保
民間事業者に評価業務を委託する場合に、均衡と適正を確保するために、ま
た、市町村による恒常的なチェックに利用するために、さらには事業者間の公
正な競争を確保するために、評価基準や評価手法のマニュアル化が必要となる。
(5) 納税者に対する説明義務
上述のように、たとえ評価業務を民間委託した場合においても、評価及び価
格の決定については、地方公共団体自らが責任を負うべきことにかわりはない。
受託者たる民間事業者が、その評価に関する調査及び作成した資料の内容につ
いて、どの程度、直接的に納税者に対して説明義務を負うべきかについては、
適切な評価調査事務を担保するという意味においても重要である。ただし、民
間事業者に説明義務を負わせる場合、説明すべき内容の範囲や不当な圧力から
の保護、贈収賄等の防止などについて一定の措置を講ずる必要があろう。
5 まとめ
現在、固定資産評価事務においては、土地においては評価の事務内容の大
半で既に民間委託が行われているのに対し、家屋・償却資産における民間委託
は限定的にしか行われていない。公権力の行使や行政責任への留保の視点から
評価業務の民間委託の可能性を考えるとき、土地については民間委託の実績が
あり、家屋・償却資産についてそれが少ないのは、一つに実地調査において立
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入調査において、補助的業務といったところで事実認定=評価という行為に裁
量・判断が含まれること、所有者・占有者への質問検査権、あるいは納税者側
の調査拒否の可能性などの点において、公権力の行使との関係での調整が難し
い（困難ではない）部分があることによる。
民間委託を活用した資産評価の公正さの確保、専門性の向上、事務の効率的
な実施のためには、課税庁の判断を事実上拘束するような事務については、補
助的事務の範囲を超えるものとして民間委託の範囲を明確にしておく必要があ
る。そのうえで、民間が行った事務を地方公共団体の検査体制を整備し、最終
的な責任の所在を契約で明確にしつつ、地方公共団体に最終的な説明義務が残
ること等の条件整備を整えていくことが、本来の趣旨にたった固定資産評価事
務の民間委託の実現への途であろう。
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